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宇土市民会館施設の管理運営に関する協定書（案） 

 

宇土市教育委員会（以下「甲」という。）と             （以下「乙」とい

う。）は、宇土市民会館施設（以下「会館」という。）の管理及び運営に関する業務（以下「管

理業務」という。）について、次の条項により協定を締結する。 

 

（趣旨） 

第１条 この協定は宇土市民会館条例（昭和４６年条例第２７号。以下「条例」という。）

第１９条及び第２０条（指定管理者による管理及び業務の規定条項）の規定により指定管

理者に指定された乙が行う会館の管理業務に関し、必要な事項を定めるものとする。 

 

（管理業務） 

第２条 甲は、条例第１９条及び第２０条の規定に基づき、次に掲げる管理業務を乙に行わ

せる。 

（１）会館運営上の企画立案に関すること。 

（２）会館の維持管理に関すること。 

（３）会館の利用許可に関すること。 

（４）会館自主文化事業の開催に関すること。 

（５）関係機関との協力及び連絡調整に関すること。 

（６）前各号に掲げるもののほか、教育委員会が会館の管理上必要と認める業務。 

２ 前項各号に掲げる管理業務の細目は、別記１「管理業務仕様書（以下「仕様書」という。）

に定めるとおりとする。 

 

（管理物件） 

第３条 乙が管理する施設及び物品等（以下「管理物件」という。）の対象は、別に甲が提示

する財産台帳及び備品台帳によるものとする。 

２ 乙は、管理物件を常に善良なる管理者の注意をもって管理しなければならない。 

 

（管理施設の修繕等） 

第４条 管理施設の修繕に要する経費（以下「修繕費」という。）については、甲の費用と責

任において実施するものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、修繕費が１件につき３０万円（消費税及び地方消費税を含む。

以下「消費税含む」という。）未満のものについては、乙の費用と責任において実施するも

のとする。 

３ 前項の場合において、乙が負担する１会計年度の修繕費の累計負担額は１００万円以下

（消費税含む。）とし、これを超える場合は甲乙協議するものとする。 

４ 第２項の規定において、乙の費用と責任において管理施設の修繕を実施する場合、乙は
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甲に対して事前に承諾を受けるものとし、必要に応じて甲乙協議を行うものとする。 

 

（管理物件の増改築等） 

第５条 乙は、管理物件の増築、改造、移設（以下「増改築等」という。）を乙の費用と責任

において行うことができる。 

２ 乙は、管理物件の増改築を行うときは、甲に対して、増改築等の計画書を提出し、事前

に甲の承認を受けなければならない。 

３ 乙は、前項の規定により増改築等を行ったときは、増改築部分についての所有権を放棄

するものとする。 

 

（指定管理者の責務） 

第６条 乙は、次に掲げる関係法令及び条例その他の関係規程並びにこの協定の定めるとこ

ろに従い信義に沿って誠実にこれを履行し、会館を円滑に運営させるように管理しなけれ

ばならない。 

（１）宇土市民会館条例、同施行規則 

（２）地方自治法、同施行令、同施行規則ほか行政関係法令 

（３）労働基準法、労働安全衛生法ほか労働関係法令 

（４）建築物における衛生的環境の確保に関する法律、同施行規則、水道法、同施行規則、

建築基準法、同施行規則、消防法、同施行規則、電気事業法、その他施設及び設備の

維持管理又は保守点検に関する法令 

（５）その他 

ア 乙は、会館の管理に関し知り得た個人情報の保護を図るため、個人情報の保護に関

する法律第６６条の規定に従い、本協定第２１条において定める安全確保の措置を講

じること。 

  イ 乙は、会館の使用許可承認等行政処分に相当する権限を行使するときは、宇土市行

政手続条例第２章の規定を遵守すること。 

  ウ 指定管理業務を行うに当たり作成し、又は取得した文書等は、適正に管理し、５年

間保存すること。指定期間を過ぎた後も同様とする。 

  エ 乙は、業務の実施に当たっては、省エネルギーの徹底と温室効果ガスの排出抑制に

努めるとともに、廃棄物の発生抑制、リサイクルの推進、廃棄物の適正処理に努める

こと。また、環境負荷の軽減に配慮した物品等の調達（グリーン調達）に努めること。 

  オ 乙は、現雇用者の継続雇用に配慮すること。 

２ 乙は、会館使用者の被災に対する第一次責任を有し、会館又は会館使用者に災害があっ

た場合は、迅速かつ適切な対応を行い、速やかに甲に報告し、甲の指示に従うものとする。 

３ 乙は、管理業務の継続が困難となった場合又はそのおそれが生じた場合には、速やかに

甲に報告し、甲の指示に従うものとする。 

 

（指定の期間） 

http://srb.gyosei.asp.lgwan.jp/HAS-Shohin/jsp/SVDocumentView
http://srb.gyosei.asp.lgwan.jp/HAS-Shohin/jsp/SVDocumentView
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第７条 甲が乙を指定管理者として指定する期間は、令和８年４月１日から令和１３年３月

３１日までとする。 

２ 管理業務に係る事業年度は、毎年４月１日から翌年３月３１日までとする。 

 

（委託料） 

第８条 管理業務に対する委託料の額は、次の表のとおりとする。なお、消費税の改正等が

あった場合については、別途協議を行うものとする。 

対象年度 委託料の額 

令和８年度 金４２,５００,０００円とする。(うち消費税及び地方消費税を含む） 

令和９年度 金４２,５００,０００円とする。(うち消費税及び地方消費税を含む） 

令和 10年度 金４２,５００,０００円とする。(うち消費税及び地方消費税を含む） 

令和 11年度 金４２,５００,０００円とする。(うち消費税及び地方消費税を含む） 

令和 12年度 金４２,５００,０００円とする。(うち消費税及び地方消費税を含む） 

２ 甲及び乙は、各事業年度当初に甲乙協議した上で前項の委託料の支払計画書を作成し、

その計画に従って乙は請求し、甲は委託料を支払うものとする。 

３ 甲は、前項の規定による適法な支払請求書を受理した日から３０日以内に委託料を乙に

支払うものとする。 

 

（委託料の額の変更） 

第９条 委託料の額を変更すべき特別な事情が生じた場合には、その都度、甲乙協議の上、

定めるものとする。 

 

（リスク分担） 

第１０条 管理業務に関するリスク分担については、別記２「宇土市民会館リスク分担表」

のとおりとする。 

２ 前項に定める事項に疑義がある場合又は同項に定める事項以外の不測のリスクが生じた

場合は、甲乙協議の上、リスク分担を決定する。 

 

（事業計画等の提出） 

第１１条 乙は、各年度の２月末日までに、当該年度の翌年度に係る次に掲げる内容を記載

した事業計画書を甲に提出しなければならない。 

（１）管理運営業務の執行体制 

（２）管理運営業務の概要及び実施する時期 

（３）管理運営業務に要する経費の総額及び内訳 

（４）その他甲が必要と認める事項 

２ 甲は、前項の事業計画書が提出されたときは、内容を審査し、必要な指示をすることが

できる。 
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（業務報告） 

第１２条 乙は、毎月終了後１０日以内に次に掲げる事項を甲に報告するものとする。 

（１）会館の月間及び年度内累計利用状況 

（２）会館の月間及び年度内累計収入状況 

（３）実施した事業の内容及び実績 

（４）利用者からの苦情とその対応状況 

（５）その他甲が必要と認める事項 

２ 甲は、管理業務の適正を期するため、乙に対し、前項に掲げるもののほか管理業務及び

経理の状況に関し必要に応じて臨時に報告を求め、実地に調査し、又は必要な指示をする

ことができる。 

 

（事業報告） 

第１３条 乙は、毎事業年度終了後２か月以内に管理業務に係る事業報告書を甲に提出し、

その承認を得なければならない。 

２ 前項の事業報告書に記載する事項は、次のとおりとする。 

（１）管理運営業務の実施状況 

（２）会館等の使用状況 

（３）使用料（利用料）の収入の実績 

（４）管理運営経費の収支決算 

（５）その他甲が必要と認める事項 

３ 甲は、会館の良好な管理状況を確保するため、管理業務の水準を表す適正な指標を設定

し、乙は、第１項の事業報告書と合わせ、指標に対する管理業務の進捗状況を甲に提出し

なければならない。 

４ 乙は、収支に関する帳票その他事業に係る記録を整備し、常に経理状況を明らかにして

おくとともに、甲が必要と認めるときは、その状況を報告しなければならない。 

 

（情報公開） 

第１４条 乙は、宇土市情報公開条例（平成１１年条例第１号）の規定に基づき、この管理

業務の実施に当たり作成し又は取得した文書、図画、写真、電子的記録その他乙が保有す

る施設に係る情報の公開を行うため必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

 

（指定の取消し等） 

第１５条 甲は、乙が次の各号のいずれかに該当すると認めたときは、指定管理者の指定を

取り消し、又は業務の全部若しくは一部を停止させ、支払った経費の全部若しくは一部を

返還させ、及びこれらにより生じた損害の賠償を命じることができる。 

（１）本協定に違反したとき。 

（２）業務の処理が著しく不適当と認められるとき。 

（３）乙の代表者等が暴力団又はその構成員の統制のもとにあると認められたとき。 
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（４）募集要項に定めた参加資格に掲げる要件を欠くに至ったとき。 

（５）財務状況の悪化等により事業の履行が確実でないと認められるとき。 

（６）社会的信用を著しく損なうなど乙が指定管理者としてふさわしくないと認められると

き。 

（７）前各号のほか乙が会館の指定管理者として管理業務を継続することが適当でないと認

められるとき。 

２ 乙が、この協定を指定期間内に解除しようとするときは、その３か月前までに甲の承認

を得なければならない。 

３ 甲は、第１項に定める場合のほか、必要があるときは、業務の全部又は一部を廃止する

ことができる。この場合においては、甲は、廃止しようとする日の３０日前までに乙に通

知しなければならない。 

４ 前２項の規定により、指定管理者の指定が取り消された場合における損害の賠償につい

ては、甲乙協議して定める。 

 

（災害発生時等の対応） 

第１６条 乙は、災害時において、甲から指示があった場合は、宇土市地域防災計画に基づ

き、指定避難所として必要な措置を講ずるものとする。 

２ 乙は、前項で定める措置を講じた場合は、「宇土市民会館における災害時等指定避難所開

設に伴う指定管理者の協力体制について」により、避難所運営に協力するものとする。 

 

（費用等の負担） 

第１７条 前条の措置に伴う損害及び増加費用は、合理性が認められる範囲で甲が負担する

ことを原則として、甲乙協議の上、決定するものとする。ただし、不用となる費用の減額

等についても精算を行うものとする。 

 

（天災等による施設供用の休止等） 

第１８条 甲は、天災その他やむを得ない事由により会館等の全部又は一部を利用させるこ

とができないと認めるときは、当該施設の全部又は一部の供用を休止するため、甲は指定

管理者の指定を取り消し、又は業務の全部若しくは一部を停止することができる。甲が会

館を、武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律で定める避難施設と

して指定し、武力攻撃事態等の避難施設として使用する場合についても、同様とする。 

２ 乙は、前項の事由により会館等の全部又は一部を利用させることができないと認めると

きは、甲の承認を得て当該施設の全部又は一部の供用を休止することができる。 

 

（原状回復義務） 

第１９条 乙は、その指定の期間が満了したとき、又は指定を取り消され、若しくは期間を

定めて管理の業務の全部若しくは一部の停止を命ぜられたときは、その管理しなくなった

施設又は設備を速やかに現状に回復させなければならない。ただし、甲の承諾を得たとき
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は、この限りではない。 

 

（損害の賠償） 

第２０条 乙は、管理物件の管理業務の履行に当たり、乙の責めに帰すべき事由により甲又

は第三者に損害を与えた場合は、損害を賠償しなければならない。 

２ 前項の場合において、損害を受けた第三者の求めに応じ甲が損害を賠償したときは、甲

は乙に対して求償権を有するものとする。 

 

（保険契約） 

第２１条 乙は、甲が指定する期日までに、自己の負担により損害賠償責任の履行の確保の

ため、保険契約を締結するものとする。 

２ 乙は、前項の規定による保険契約を締結したときは、保険証券の写しその他の契約内容

を証する書面を、遅滞なく甲に提出するものとする。 

３ 乙が第１項の保険契約の変更を行ったときは、前項の規定を準用する。 

 

（再委託の禁止） 

第２２条 乙は、管理業務を他者に委託し、又は請け負わせてはならない。ただし、あらか

じめ甲の書面による承諾を得た場合は、この限りではない。 

 

（個人情報の保護） 

第２３条 乙は、管理業務を実施するにあたっての個人情報の取扱いについて、別記３「個

人情報取扱特記事項」を遵守しなければならない。 

 

（会館の使用） 

第２４条 乙は、管理物件を除く会館の施設、設備及び備品を使用するときは、甲の承認を

得なければならない。 

 

（重要事項の変更の届出） 

第２５条 乙は、定款、事務所の所在地又は代表者の変更等を行ったときは、遅滞なく甲に

届け出なければならない。 

 

（書類の提出） 

第２６条 乙は、会館の管理業務に必要な諸規則及び非常時の体制を整備し、これを甲に届

け出なければならない。 

 

（業務の引継ぎ等） 

第２７条 乙は、指定期間が満了し、又は指定管理者の指定を取り消されたときは、円滑か

つ支障なく管理業務が継続できるよう、甲又は甲が指定する者に対して、管理業務の引継
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ぎを行わなければならない。 

２ 甲が指定期間の満了等により、新たに指定管理者の募集等を行う場合において、乙は、

甲の求めに応じて、乙による管理業務の実施状況等に関する情報を提供しなければならな

い。 

 

（協定の改定） 

第２８条 会館の管理業務に関し、事情が変更したとき又は特別な事情が生じたときは、甲

乙協議の上、この協定を改定することができる。 

 

（協議） 

第２９条 この協定に関し疑義が生じたとき、又はこの協定に定めのない事項については、

その都度甲乙協議して定めるものとする。 

 

 この協定の締結を証するため、本書を２通作成し、甲、乙記名押印の上、各自その１通を

所持する。 

 

 

令和  年  月  日 

 

               甲  宇土市教育委員会 

                   代表者 教育長 

 

                   印 

 

 

               乙  所在地  

                  名称  

代表者 

 

                   印 

 

 

 

 

 

 

 

 


